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１ 業務の概要 

 （１）業務の名称 

   令和５年度定住推進事業 移住定住促進 PR業務 

 （２）業務の目的 

本事業は、移住を考え始めた又は興味がある層へ、新たに構築・運用する移住ポ

ータルサイト「たまののくらし」を周知し、本市の魅力や住みやすさを県内外に広

く発信することで、本市の認知度向上や、市外在住者の移住及び市民の定住促進を

目的とするもの。 

 （３）業務内容 

   別紙仕様書のとおり 

 （４）履行期間 

   契約締結の日から令和６年３月 29日（金）まで 

 （５）契約限度額 

   １，８５５千円（税込） 

    ア コンテンツ等を広告宣伝するための広告掲載･設置等に係る経費 

    イ 撮影、編集に係る機材、材料、人件費等広報媒体制作に必要な経費 

    ウ 音楽及び映像に係る著作権使用料（必要に応じて） 

    エ その他本業務の実施に係る全ての経費 

 （６）担当課 

   玉野市政策部総合政策課（担当：三宅、齊藤） 

    〒706-8510 岡山県玉野市宇野 1-27-1  

    電 話 0863-32-5580 

メール seisaku@city.tamano.lg.jp 

 

２ 参加要件（次のいずれにも該当する者であること。） 

 （１）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の４第１項及び第２項の

いずれにも該当しない者であること。 

（２）会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づき、更生手続開始の申立てが 

なされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき、再生手

続開始の申立てがなされている者等、経営状態が著しく不健全でないこと。 

（３）令和５年度において、玉野市競争入札参加者の資格に関する規程（昭和 56 年

告示第 10号）第３条に定める申請を行っていること。 

（４）指名停止を受けている者でないこと。 

 （５）租税（国税及び地方税）を滞納していないこと。 

 （６）役員等（個人の場合は当該個人をいい、法人の場合は当該法人の役員又はその 



支店若しくは営業所の代表者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条に規定する暴力団員に該当する

者でないこと。 

（７）公募開始の日から過去５年間以内に、行政、民間問わず、広告媒体の制作及び

情報発信事業等の受託実績を有すること。 

 

３ 参加手続等 

 （１）提出書類及び提出部数 

提出書類 部 数 

プロポーザル参加申込書（様式第１号） １部 

企画提案書 

・原則Ａ４サイズで作成（様式任意） 

５部＋電子データ 

過去の実績がわかる書類 ５部＋電子データ 

見積書（様式第２号） ５部 

 （２）記載内容 

  ア 企画提案書 

① 提案内容の概要 

② 実施体制（会社概要、業務実施体制等） 

③ 広告宣伝の詳細（掲載媒体、掲載期間･数量、費用対効果等） 

④ 事業スケジュール 

  イ 見積書 

   事業に係る経費の内訳を明記した資料を添付すること 

（３）提出期限 令和５年 11月 17 日（金）17時厳守 

（４）提出方法 持参又は郵送により提出すること。（提出期限厳守） 

（５）提 出 先 玉野市政策部総合政策課 

        （〒706-8510 岡山県玉野市宇野 1-27-1 3 階） 

 

４ 本要領・仕様書に関する質問の提出期限、提出方法、提出先及びその回答方法 

 （１）質問の内容 

    本プロポーザルに関する質問は、提出書類の作成に係るものとし、審査及び評

価に係る質問は一切受け付けない。 

 （２）企画提案に係る質問 

ア 質 問 書 様式第３号による 

イ 提出期限 令和５年 10月 31 日（火）17時 

ウ 提出方法 電子メールのみ 

エ 提 出 先 玉野市政策部総合政策課（seisaku@city.tamano.lg.jp） 



オ 回答方法 令和５年 11 月６日（月）15 時までに全ての質問内容とその回

答を本市ホームページに掲載する。 

 

５ 審査の実施方法 

（１）審査 

市職員、または市長が指名する者で構成する審査会において、提出された企画

提案書、プレゼンテーション及びヒアリングにより審査する。 

 （２）第一次審査（書面審査） 

    ア 企画提案書の内容について総合政策課で審査し、提案事業者が多数の場合

は、評価点の高い者から３者を第二次審査実施対象者とする。 

    イ 同一の点数が２者以上となった場合は、提案見積価格の低い方を上位とし、

提案見積価格も同じ場合は総合政策課職員の採決により順位を決定する。 

    ウ 提案事業者が３者以下の場合、第一次審査は行わない。 

 （３）第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング） 

    ア 審査は（５）評価基準に基づいて審査し、第二次審査における得点が最も

高い事業者を最優先交渉権者（以下「採用者」という。）とする。ただし、当

該企画提案書等に対する各審査員の評価点の合計が満点の半分に満たない

場合は、「採用者なし」とする場合がある。 

イ 同一の点数が２者以上となった場合は、提案見積価格の低い方を上位とし、

提案見積価格も同じ場合は審査会の採決により順位を決定する。 

ウ プレゼンテーションは、提出した企画提案書を基に実施するものとし、所

要時間は１者あたり 15分以内。 

エ 実施日は、令和５年 12月６日（水）10時～12時とし、実施日時は提案者

ごとに別途通知する。 

オ ヒアリングは、各審査員から提案者に対し質疑応答を実施する。所要時間

は１者あたり 15分程度を予定。 

カ 提案者がプレゼンテーション及びヒアリングに出席しない場合は、参加辞

退とみなす。なお、提案者側の出席は３名までとする。また、採用者となっ

た場合の本業務の責任者（予定）を原則として出席させること。 

キ 当日の追加提案や追加資料の配付は認めない。 

ク プレゼンテーションの実施に必要な操作端末は提案者が用意すること。な

お、モニターに表示するのは提出した企画提案書及び資料のみとし、機器接

続調整及び動作確認に要する時間は、プレゼンテーション時間に含まれない。 

ケ プレゼンテーション及びヒアリング順番は参加申込書の受付順に提案者

ごとに個別に行い、非公表とする。 

（４）評価点の配分 



審査の総合評価点を 100 点満点とする。 

（５）評価基準 

項 目 評価基準 配 点 

本業務のコンセプ

トについて 

・本業務の趣旨をよく理解し、本市の魅力を

踏まえた提案であるか 
２０ 

業務遂行能力等に

ついて 

・適正かつ的確なスケジュール管理及び情報

共有がなされる業務管理体制が提案されてい

るか 

・関連、類似事業の実績、信頼性があるか 

３０ 

アイデアについて ・創意工夫により、本市の魅力がより伝わる

提案となっているか 
３０ 

見積額 ・経費見積は適正かつコスト効率の高いもの

となっているか 
２０ 

合 計 １００ 

 （６）審査結果の通知 

審査の結果は書面により通知する。 

（７）参加者なし又は参加者が１者の場合の取扱い 

提出期限までに参加申込書等の必要な書類の提出がなかった場合には公募を中 

止し、業務内容を再検討する。また、参加申込書等の必要な書類の提出が１者であ 

った場合においては、（１）の方法に従い審査する。 

 

６ 業務委託契約に関する事項 

（１）本市は、審査により選定した採用者を、本業務委託契約に係る随意契約の相手 

先として採用するとともに、業務の詳細内容の協議を行うものとする。ただし、 

次のいずれかに該当し、採用者と業務委託契約を締結できない場合には、次点者 

を採用者とする。 

    ア 採用者が、地方自治法施行令第 167条の４第１項又は第２項に規定する 

者に該当することとなったとき。 

    イ 採用者が、本市から業務委託に係る指名停止を受けることとなったとき。 

    ウ 採用者が、本要領８の（６）に係る指名停止を受けることとなったとき。 

エ その他の理由により採用者と業務委託契約の締結が不可能となったとき。 

（２）委託契約金額 

   委託契約金額は、本業務委託に係る予算の範囲内とする。 

（３）業務委託契約の仕様及び実施条件 

本業務委託の仕様については、採用者が提出した企画提案書等に記載された内容 

を尊重し、本市と協議の上定める。 

（４）無効による契約の解除 

   本業務委託の契約後に、企画提案書等が本要領８の（５）に該当していたことが 



明らかとなった場合には、契約の解除を行うことがある。 

 

７ 参加者の失格 

 参加者が次のいずれかに該当した場合には、その者が提出した参加申込書及び企画提

案書等を無効とし、本プロポーザルへの参加資格を失うものとする。 

（１）企画提案書等が提出期限までに提出されない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）本要領２に定める参加要件を満たしていない、又は満たすことができなくなっ 

た場合 

（４）その他、本要領の定めに反した場合 

（５）本プロポーザルに関して不正又は公正さを欠く行為があった場合 

（６）その他、著しく信義に反する行為等により、本市が失格と認める場合 

 

８ その他 

（１）スケジュール 

項目 日程 

プロポーザル公表 令和５年 10月 23 日（月） 

質問書の提出期間 令和５年 10月 23 日（月）～31日（火）17時 

質問に関する回答 令和５年 11月 ６日（月） 

企画提案書等の提出締切 令和５年 11月 17 日（金）17時 

第一次審査 令和５年 11月 22 日（水） 

第一次審査の通知 令和５年 11月 27 日（月） 

第二次審査 令和５年 12月 ６日（水）10時～12時 

審査結果の公表 令和５年 12月 ８日（金） 

委託契約締結 令和５年 12月下旬 

 

 （２）本プロポーザルに係る費用負担 

   企画提案書等の作成、提出等に要する費用は、その一切を参加者の負担とする。 

（３）書類提出に当たっての留意事項 

    ア 提出書類その他の提出物について、持参以外の方法による場合の不達及び 

遅配を原因とする提出者の不利益が生じた場合、本市はこの責を負わない。 

    イ 提出された企画提案書等は、提出期限までは自由に変更できるものとする。

ただし、改変しようとする場合には、提出された書類を一旦持ち帰り、改め

て改変された書類を提出すること。 

    ウ 提出期限を過ぎた後は、企画提案書等の訂正及び改変はできないものとす 

る。 



    エ 理由を問わず、企画提案書等の提出期限の延長は行わない。 

（４）使用言語及び通貨 

本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とす

る。 

（５）無効となる企画提案書等 

    提出された企画提案書等が次のいずれかに該当する場合は、これを無効とする。 

    ア 提出方法、提出先、提出期限等が本要領の定めに適合しないもの 

    イ 作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合しないもの 

    ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

    エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

    オ 虚偽の内容が記載されているもの 

（６）措置事項 

参加申込書、企画提案書その他の提出書類に虚偽の内容を記載したときには、

その行為を行った者に対し、指名停止等の措置を行う場合がある。 

（７）提出書類等の取扱い 

    ア 提出書類等は返却しない。 

    イ 提出書類等の著作権は、提出者に帰属するものとする。ただし、本プロポ

ーザルの手続及びこれに係る事務処理の範囲内において、提出書類の複製、

記録等を行う。 

    ウ 採用者が提出した企画提案書については、本プロポーザルにおける審査、

評価及び選定結果についての説明責任を果たす趣旨から、その内容を必要に

応じて公開できるものとする。 

 

９ 添付資料 

（１）仕様書 

（２）提出様式（様式第１号～様式第３号） 


